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規則集を読むにあたって 

1. なぜ規則類を知る必要があるの？ 

芸サ連の活動の根拠だから！！ 

各団体の責任者と運営委員は、団体がよりよい活動をするための方向付けをする立場にいます。そのため、活動の 

根拠に係わる規則については、団体構成員よりもより深く知っておく必要があります。 

 

2. じゃあ、具体的にどんなものがあるの？ 

もちろん、大学の中の団体なわけですから･･･ 

◎大学に定められた諸規則 

・国立大学法人筑波大学学生の活動に関する法人規定･･･① 

→この規則は旧「学制」に相当するものです。第2 章では学生団体について定めてあります。 

・筑波大学学生の課外活動団体の組織等について･･･② 

→「課外活動について」「芸サ連の位置づけ」など重要なことが定めてあります。 

・筑波大学の課外活動施設について･･･③ 

→大学の課外活動施設について定めたものです。文サ館や課外活動練習施設も含まれます。 

以上を踏まえた上で、詳しく芸サ連について定めよう！！ということで 

 

◎歴代の芸サ連執行部と所属団体で定めてきた諸規則 

・筑波大学芸術系サークル連合会会則･･･④ 

→芸サ連の会則です。所属団体の権利・義務など様々なことが定めてあります。 

・加盟団体認定基準･･･⑤ 

→所属団体・準加盟団体の認定基準が定められています。 

・後援に関する細則･･･⑥ 

→芸サ連の後援に関して定められています。 

・課外活動団体援助金配分に関する申し合わせ･･･⑦ 

→紫峰会からの援助金配分について定められています。 

・印刷機利用規定･･･⑧ 

→芸サ連が代理管理している印刷機の使用法について定めたものです。 

・つくば芸術祭実行委員会 細則･･･⑨ 

→芸サ連主催のつくば芸術祭の実行委員会について定められたものです。 

他系( 文化系サークル連合会と体育会) と合同の規則もあります 

 

◎その他の諸規則 

・文化系サークル館利用規定･･･⑩ 

→文サ館の利用法について定めたものです。文サ連と芸サ連共通の規則です。 

・課外活動団体会議に関する細則･･･⑪ 

→文サ連・体育会・芸サ連三系の代表が集まって行う課外活動団体会議についての規則です。 

以上の11 個ですが、暗記する必要はありません。これらの規則がどういう関係で、何が書いてあるかだいたい理解して

おけばいいのです！では、今からそれを理解していきましょう。 
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規則関係図 

これから紹介する11 の規則は、このような関係になっています。各規則の主な内容もありますので、困った時は 

この項目を見て規則集を引いてください。 
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1. 筑波大学の諸規則 

■国立大学法人筑波大学学生の活動に関する法人規程 

規則①この規定は旧「学則」に相当するものです。第 

２章では学生団体について定めてあるので，よく読ん 

でください。 

 

＜国立大学法人筑波大学学生の活動に関する法人規程＞ 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 学生団体（第２条－第８条） 

第３章 集会等（第９条－第１３条） 

第４章 掲示等（第１４条－第１８条） 

第５章 留意事項（第１９条） 

第６章 補則（第２０条） 

附則 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この法人規程は、国立大学法人筑波大学学群学則

（平成１６年法人規則第１０号。第８条第１号及び第１１

条において「学群学則」という。）第５７条及び国立大学

法人筑波大学大学院学則（平成１６年法人規則第１１号。

第８条第１号及び第１１条において「大学院学則」とい

う。）第６３条の規定に基づき、学生の活動に関し必要な

事項を定めるものとする。 

 

第２章 学生団体 

（学生団体の設立） 

第２条 学生が、筑波大学内（以下「学内」という。）に

おいて、学生団体（課外活動を行うための団体をいう。以

下同じ。）を設立しようとするときは、別に定める学生団

体設立願を学長に提出し、その許可を受けなければならな

い。 

２ 前項の学生団体の設立に当たっては、大学教員（助手

を除く。）のうちから、顧問教員を定めるものとする。 

（許可の有効期限） 

第３条 前条第１項に規定する許可の有効期限は、当該学

生団体が許可を受けた日の属する年度の末日までとする。 

２ 学生団体が、許可の有効期限の経過後も引き続き当該

学生団体を継続しようとするときは、所定の期日までに、

別に定める学生団体継続願を学長に提出し、その許可を受

けなければならない。 

３ 前項の許可の有効期限については、第１項の規定を準

用する。 

（事業報告書の提出） 

第４条 学生団体は、当該年度の末日までに、別に定める

学生団体事業報告書を学長に提出しなければならない。 

（目的等の変更の許可及び解散の届出） 

第５条 学生団体が、当該学生団体の目的その他学生団体

設立願の記載事項を変更しようとするときは、別に定める

学生団体設立願記載事項等変更願を学長に提出し、その許

可を受けなければならない。 

２ 学生団体が解散しようとするときは、別に定める学生

団体解散届を学長に提出しなければならない。 

（学外団体への加入） 

第６条 学生団体が、筑波大学外の団体（以下この条及び

附則第２項において「学外団体」という。）に加入しよう

とするときは、顧問教員の承諾を得て、別に定める学外団

体加入願に当該学外団体の規約を添え、学長に提出し、そ

の許可を受けなければならない。 

（学生団体の活動の制限） 

第７条 学生団体は、学内において、特定の政党を支持

し、若しくはこれに反対するための政治活動又は特定の宗

教のための宗教活動を行ってはならない。 

（学生団体の活動の停止又は解散の命令） 

第８条 学長は、学生団体が次の各号のいずれかに該当す

るときは、当該学生団体の活動の停止又は解散を命ずるこ

とができる。 

(1) 学群学則、大学院学則その他の法人の規則の規定に違

反する活動を行ったとき。 

(2) 学生団体の活動中に事故が発生する等学生団体の運営

が円滑に行われなかったとき。 

(3) 学生団体の構成員が、当該学生団体の活動と密接な関

連を有する不祥事に関係したとき。 

(4) 長期にわたって学生団体の活動が行われなかったと

き、又は学生団体事業報告書が提出されなかったとき。 
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第３章 集会等 

（集会の開催） 

第９条 学生又は学生団体が、学内において、集会（集団

行進及び集団示威行動を含む。以下同じ。）を開催しよう

とするときは、あらかじめ責任者を定め、別に定める学生

集会（催）願を事前に学長に提出し、その許可を受けなけ

ればならない。 

（集会の制限） 

第１０条 学生又は学生団体は、学内において、特定の政

党又は宗教団体に係る活動を目的とする集会を開催するこ

とはできない。 

（集会の禁止又は解散の命令） 

第１１条 学長は、集会の責任者又は参加者が、学群学

則、大学院学則その他の法人の規則の規定に違反し、又は

職員の指示に従わないときは、当該集会の開催の禁止又は

集会の解散を命ずることができる。 

（募金、販売等） 

第１２条 学生又は学生団体が、学内において行う募金、

販売等の金銭上の収受を伴う行為（第１９条及び附則第２

項において単に「募金、販売等」という。）については、

前３条の規定を準用する。 

（拡声器の使用） 

第１３条 学生又は学生団体が、学内において、拡声器を

使用しようとするときは、あらかじめ責任者を定め、別に

定める拡声器使用願を事前に学長に提出し、その許可を受

けなければならない。 

２ 拡声器の使用については、第１０条の規定を準用す

る。 

３ 学長は、前２項の規定に違反すると認めるときは、当

該拡声器の使用を禁止することができる。 

 

第４章 掲示等 

（掲示） 

第１４条 学生又は学生団体が、学内において、文書、ポ

スター、立看板その他の図画（以下「文書等」という。） 

を掲示しようとするときは、あらかじめ責任者（次項及び

第６項において「掲示責任者」という。）を定め、別に定

める文書等掲示・配布願を事前に学長に提出し、その許可

を受けなければならない。 

２ 文書等には、当該文書等を掲示しようとする者が学生

団体であるときは当該学生団体の名を、学生であるときは

掲示責任者の氏名及びその者が所属する学群・学類名又は

研究科・専攻名を明記しなければならない。 

３ 学長が掲示を許可した文書等には、掲示承認印を押印

する。 

４ 文書等は、別に定める学生用掲示板に掲示しなければ

ならない。ただし、学長が特別に許可したもの（立看板を

含む。）については、この限りでない。 

５ 学生用掲示板への掲示期間は、第１項の学長の許可が

あった日の翌日から起算して１ヶ月以内とする。ただし、

学長が特別に許可したもの（立看板を含む。）について

は、この限りでない。 

６ 掲示期間を経過した文書等は、当該文書等に係る掲示

責任者が、直ちに、撤去しなければならない。 

（文書等の大きさ） 

第１５条 文書等の大きさは、８０cm ×１１０cm 以下

でなければならない。ただし、学長が特別に許可したもの

（立看板を含む。）については、この限りでない。 

（掲示の制限） 

第１６条 学生又は学生団体は、学内において、特定の政

党若しくは宗教団体に係る活動を目的とし、又は他人の名

誉を傷つけることを目的とする文書等を掲示することはで

きない。 

（掲示文書等の撤去） 

第１７条 前３条のいずれかの規定に違反して掲示された

文書等は、撤去する。 

（配布） 

第１８条 学生又は学生団体が、学内において、文書、図

書その他物品を配布（それらを特定の場所に置く方法によ

り配布することを含む。次条及び附則第２項において同

じ。）しようとするときは、第１４条第１項第２項、第５

項及び第６項並びに第１６条の規定を準用する。 

２ 学長は、学生又は学生団体の行為が前項の規定に違反

すると認めるときは、当該行為を禁止することができる。 

 

第５章 留意事項 

（留意事項） 

第１９条 前２章に規定するもののほか、学生又は学生 団
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体が、学内において、集会の開催、募金、販売等の 実

施、拡声器の使用、文書等の掲示又は文書、図書そ の他

物品の配布をしようとするときは、職員の指示に 従うと

ともに、筑波大学の教育研究に支障を生じさせ、 又は施

設設備及び環境を損ねないよう留意しなければ ならな

い。 

 

第６章 補則 

（雑則） 

第２０条 この法人規程に定めるもののほか、学生の活動

に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

１ この法人規程は、平成１７年９月２９日から施行す

る。 

２ この法人規程の施行の際現に学生団体の設立、学外団

体への加入、集会の開催、募金、販売等の実施、拡声器の

使用、文書等の掲示又は文書、図書その他物品 の配布に

ついて許可を受けている学生又は学生団体については、こ

の法人規程の規定により許可されたものとみなす。 

附 則（平１９．３．１９法人規程２４号）この法人規程

は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■筑波大学学生の課外活動団体の組織等について  

規則②「課外活動団体について（2 ～ 7）」「芸サ連の

位置づけ（8 ～ 10）」など重要なことが色々と定めら

れています。この要項によって課外活動団体と芸サ連は大

学から正式に認められています。 

 

＜筑波大学学生の課外活動団体の組織等について＞ 

平成１８年２月２８日 学長決定 

改正 平成１９年４月２３日 

 

（目的） 

１ この裁定は、本学における課外活動を振興し、その円

滑な発展に資するため、学生の課外活動団体の組織の基準

を定め、適正な援助を行うとともに、課外活動に関し学生

の意向を反映させることを目的とする。 

 

（課外活動団体の認定） 

２ 国立大学法人筑波大学学生の活動に関する規程（平成

１７年法人規程第５７号。以下「学生活動規程」とい

う。）第２条の規定に基づき設立された学生団体のうち次

の各号のいずれにも該当するものは、「課外活動団体」と

して認定を受けることができる。 

(1) 本学の教育目的に沿うものであること。 

(2) 全学の学生を対象としていること。 

(3) 計画的、かつ、日常的に運営されていること。 

(4) １人以上の顧問教員が置かれており、当該顧問教員と

の交流が円滑に行われ、又は活動についてその指導助言が

行われていること。 

 

（認定の手続き） 

３ 課外活動団体の認定は、学長が第 11 項に規定する 

課外活動団体会議の意見を聞いて定めた認定基準により、

毎年度、所定の期日までに学生団体からの申請を受け、第 

8 項に規定する系別責任者会議及び課外活動 団体会議で

の意見を参考にして行われる、第14項に規定する課外活

動連絡会の議に基づき、学長が行うものとする。 

 

（認定の効果） 

４ 課外活動団体には、課外活動施設の施設設備の使用、 

課外活動用具の貸与等について、他の学生団体に優先して
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便宜を供与する。 

５ 課外活動団体には、本学の名称を冠して学生活動規程

第 6 条に規定する学外団体に加入することについての許

可に当たり、当該学外団体の定めるところにより、本学か

らの加入数に制限があるときは、他の学生団体に優先し

て、これを認める。 

６ 課外活動団体は、第 14 項に規定する課外活動連絡会

等において、課外活動に関し意見を述べることを認める。 

 

（認定の解除） 

７ 課外活動団体が第 2 項各号に該当しなくなったとき

は、学長は、第３項に定める手続きに準じて当該認定を解

除することができる。 

（系別責任者会議） 

８ 課外活動団体の責任者により自主的に運営される組織

として、次に掲げる系ごとに、系別責任者会議を置く。  

(1) 文化系 

(2) 体育系 

(3) 芸術系 

９ 系別責任者会議においては、次に掲げる事項を協議

し、必要に応じて意見をまとめる。 

(1) 課外活動に係る施設設備、用具等（以下「施設設備

等」という。）の利用の相互調整に関すること。 

(2) 施設設備等の充実に関すること。 

(3) 第 2 項に定める課外活動団体の認定及び第７項に定

める課外活動団体の解除に関すること。 

(4) その他課外活動に関すること。 

10 系別責任者会議は、その運営に関する細目を定めるこ

とができる。 

 

（課外活動団体会議） 

11 系別責任者会議から選出された者各3 人により自主

的に運営される組織として、課外活動団体会議を置く。  

12 課外活動団体会議においては、次に掲げる事項を協議

し、必要に応じて意見をまとめる。 

(1) 施設設備等の利用に係る第８項の系間の相互調整に関

すること。 

(2) 施設設備等の充実に関すること。 

(3) 課外活動団体が共同で行う行事に関すること。 

(4) 全学学類・専門学群代表者会議等との連絡調整に関す

ること。 

(5) 第 2 項に定める課外活動団体の認定及び第７項に定

める課外活動団体の解除に関すること。 

(6) その他課外活動に関すること。 

13 課外活動団体会議は、その運営に関する細目を定める

ことができる。 

 

（課外活動連絡会） 

14 課外活動について、大学教員と学生の審議、意見交

換、連絡等 ( 以下「審議等」という。) を行う組織とし

て、課外活動連絡会を置く。 

15 課外活動連絡会は、次に掲げる者で構成する。 

(1) 学生生活を担当する副学長（以下「担当副学長」とい

う。） 

(2) 課外活動団体会議の構成員 

(3) 課外活動団体の顧問教員のうち、第８項の系ごとに互

選された大学教員 各１人 

(4) 学生担当教員室員 若干人 

(5) 担当副学長が指名する大学教員 若干人  

(6) 学生部長及び学生生活課長 

(7) その他必要に応じて担当副学長が出席を認める者 

16 課外活動連絡会においては、次に掲げる事項について

審議等を行う。 

(1) 系別責任者会議及び課外活動団体会議の運営に関する

こと。 

(2) 施設設備等の充実に関すること。 

(3) 課外活動団体の運営に関すること。 

(4) 第 2 項に定める課外活動団体の認定及び第７項に定

める課外活動団体の解除に関すること。 

(5) 課外活動施設の使用許可に関すること。 

(6) 課外活動団体等が行う行事に関すること。 

(7) 全学学類・専門学群代表者会議等との連絡調整に関す

ること。 

(8) この裁定の改正に関すること。 

(9) その他課外活動に関すること。 

17 課外活動連絡会は、次の各号のいずれかに該当する場

合に担当副学長が招集するものとする。 

(1) 担当副学長が必要と認めた場合 

(2) 課外活動団体会議から意見交換等事項を明示して要請

があった場合 
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（事務） 

18 この裁定の実施に関する事務は、学生部学生生活課に

おいて担当する。 

附 記 この裁定は、平成１８年４月１日から実施する。 

附 記 この決定は、平成１９年４月２３日から施行し、 

同年 ４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■筑波大学学生の課外活動施設について 

規則③大学の課外活動施設について定めたものです。

文サ館や課外活動施設も含まれます。 

 

＜筑波大学学生の課外活動施設について＞ 

平成１８年２月２７日 副学長 ( 学生生活 ) 裁定 

 

（設置） 

１ 本学に、学生が自主的な集団課外活動を通じて心身 

を錬磨し、並びに社会生活に必要な自律性及び協調性 

を養う場として、次の課外活動施設（以下「課外活動 

施設」という）を置く。 

（1）文化系サークル館 

（2）体育系サークル館 

（3）課外活動練習施設 

（4）馬場・厩舎 

（5）戸田艇庫・合宿所 

 

（使用の原則） 

２ 課外活動施設の使用は、原則として、課外活動団体 

（課外活動団体として認定を受けた学生の団体）に対し、

その活動上必要と認められる場合に限り、許可するも 

のとする。 

 

（管理運営） 

３ 課外活動施設の管理運営は、学生生活を担当する副 

学長（以下「担当副学長」という。）が行う。 

 

（使用許可） 

４ 課外活動施設を使用しようとする課外活動団体は、

あらかじめ、所定の使用願を学生部学生生活課（以下「学

生生活課」という。）に提出し、別に定める課外活動連絡

会の議に基づき、担当副学長が許可を行うものとする。 

 

（使用期間） 

５ 課外活動施設の使用期間は、原則として許可の日から

許可された期間の末日までとし、継続使用を希望する場

合は、改めて使用願を提出し、許可を受けなければなら

ない。 
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（許可の取消し） 

６ 課外活動施設の使用を許可された課外活動団体（以

下「使用団体」という。）が、この裁定又は国立大学法人

筑波大学学生の活動に関する法人規程（平成 17 年法

人規程第 5 号）に違反した場合は、使用の途中であって

も、担当副学長は、当該許可を取り消すことができる。 

 

（使用条件） 

７ 課外活動施設を使用する者は、次の事項を遵守しな 

ければならない。 

(1)  課外活動施設を使用目的以外に使用しないこと。 

(2) 課外活動施設の使用時間は、原則として、午前９時

から午後９時までとし、この時間を超えるときは、あら

かじめ、学生生活課に届け出て許可を得ること。 

(3) 課外活動施設内に学外団体の支部又は事務所を設け 

ないこと。 

(4) 火気の取扱いに細心の注意を払い、火災予防に万全 

を期すること。 

(5) 課外活動施設は、常に整理整頓し、清潔を保つよう 

心がけること。 

(6) 課外活動施設内の施設・設備を許可なく造作、加工 

又は移動しないこと。 

(7) 掲示その他これに類するものは、所定の場所に行う 

こと。 

(8)  その他別に定める使用心得を遵守すること。 

 

（使用の中止） 

８ 使用団体は、解散その他の事由により、使用目的が 

消滅したときは、学生生活課にその旨を届け出るとと 

もに、すみやかに課外活動施設の使用を中止しなけれ 

ばならない。 

 

（損害弁償） 

９ 使用団体が故意又は重大な過失により課外活動施設

の施設・設備、備品等を滅失し、又は破損したときは、

その損害に相当する費用を弁償しなければならない。 

 

（細目） 

10 この裁定に定めるもののほか、課外活動施設に関し 

必要な細目は、別に定める。 

（事務） 

11 この裁定の実施に関する事務は、学生生活課におい 

て担当する。 

附 記 この裁定は、平成１８年４月１日から実施し、

現に課外活動施設の使用許可を受けている課外活動

団体については、この裁定により許可されたものとみな

す。 
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2. 芸サ連の諸規則 

■筑波大学芸術系サークル連合会会則 

規則④芸サ連の会則です。所属団体の権利・義務など

様々なことが定めてあります。 

 

＜筑波大学芸術系サークル連合会会則＞ 

昭和 54 年 9 月 19 日制定 

昭和 55 年 6 月 2 日改定 

昭和 55 年 9 月 7 日改定 

昭和 60 年 10 月 9 日改定 

平成 8 年 9 月 17 日改定 

平成 10 年 10 月 13 日改定 

平成 10 年 11 月 10 日改定 

平成 10 年 12 月 8 日改正 

平成 11 年 9 月 14 日改定 

平成 16 年 12 月 21 日改正 

平成 17 年 4 月 19 日改正 

平成 17 年 11 月 8 日改正 

平成 18 年 5 月 16 日改正 

平成 18 年 6 月 13 日改正 

平成 19 年 12 月 11 日改正 

平成 22 年 9 月 14 日改正 

平成 23 年 9 月 20 日改正 

平成 24 年 1 月 24 日改正 

平成 24 年 6 月 12 日改正 

平成 24 年 11 月 13 日改正 

 

第１章    総則 

（趣旨） 

第１条 この会則は，筑波大学学生の課外活動団体の組

織 

等について（平成 18 年 2 月 28 日学長裁定，以下

「裁 定」という）８によって設置された芸術系系別責任

者会議（以下「会議」という）が定めるものであり，裁

定 10 の細目に相当する。 

 

（設置，会員及び事務所） 

第２条 会議は，筑波大学芸術系サークル連合会（以 下

「芸サ連」という）を設置する。 

２ 所属団体の構成員をもって芸サ連の会員とする。 

３ 芸サ連の事務所は文化系サークル館に置く。 

 

（目的） 

第３条 芸サ連の目的は次の通りとする。 

(1) 筑波大学における芸術に関わる課外活動の向上を 

期す。 

(2) 所属団体相互の理解と親睦を深める。 

(3) 筑波大学及び茨城地方における芸術の振興をはか

る。 

 

（事業） 

第４条 芸サ連は前条の目的を達成するため，次の事 業

を行う。 

(1) 所属団体の自主的運営を支援し，各団体間の連絡 

調整を図る。 

(2) 行事の主催及び後援を行う。 

 

第２章    所属団体 

（所属団体） 

第５条 芸サ連の所属団体は，以下に定める加盟団体 及

び準加盟団体により構成される。 

(1) 加盟団体とは，芸術系課外活動団体としてふさわ 

しいと会議において認められた団体のこととする。 

(2) 準加盟団体とは，加盟団体に準ずると会議におい 

て認められた団体のこととする。 

 

（所属団体の認定） 

第６条 加盟団体の認定は，別に定める認定基準によっ 

て毎年１月に会議がこれを行う。 

２ 準加盟団体の認定は，当該団体が１年以上の活動 実

績があり，かつ課外活動団体に準ずる学生団体であ ると

会議が認めた場合に行う。 

３ 運営委員会は，認定基準に関わる資料を作成し１ 月

の会議に提出しなければならない。なお，所属団体は当

該資料を年度中途において運営委員会に請求することが

できる。 

 

（課外活動団体の推薦） 

第７条 芸サ連は会議で認められた加盟団体を課外活動
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団体として大学に推薦する。 

 

（入会） 

第８条 芸サ連への入会を希望する団体は、所定の「筑

波大学芸術系サークル連合会入会願」を庶務担当副委員

長に提出の上会議に出席し、第６条２項に基づいて準加

盟団体として認定を受けなければならない。なお、認定

についての審議は 10 月の会議で行い、会議で承認が得

られた場合はその翌年 1 月からの一年間について準加盟

団体として認定する。また、前年度所属団体が準加盟に

ついての審議を受ける場合のみ、4 月に審議を行うこと

ができ、この場合は当年の 12 月までの九箇月間を準加

盟期間とする。 

２ 準加盟団体として認定された当該団体は、当年の 12

月までの間、別に定める認定基準に基づき義務を遂行す

る。当該団体は、準加盟期間を終えた翌月の 1 月の会議

において芸術系課外活動団体としてふさわしいと認めら

れた場合、加盟団体となることができる。 

 

（所属団体の権利） 

第９条 所属団体は以下の権利を有する。但し準加盟団

体は (1) の権利を有さない。 

(1) 会議における議決権 

(2) 芸サ連が主催する事業への参加 

(3) 芸サ連が所有または管理する物品の使用 

２ 前項に加え加盟団体は，大学から課外活動団体とし

て認められることにより以下の権利を有する。 

(1) 裁定４～６に定められている事項 

(2) 筑波大学紫峰会基金（以下「紫峰会」という）の課

外活動団体援助金の支給 

３ 本条１項 (3) 及び課外活動施設の使用に関する細 

則は別に定める。 

 

（所属団体の義務） 

第 10 条 所属団体は以下の義務を負う。 

(1) 会議への出席 

(2) 運営委員の選出及び任務 

(3) 所属団体負担金の納入 

(4) 活動状況についての年次報告書及び計画書の提出 

(5) 収支計算書の提出及び帳簿の開示 

(6) 紫峰会が発行する紫峰会報の発送作業への参加 

(7) 大学や芸サ連が定める規則等の遵守 

２ 前項 (4) の年次報告書及び計画書は，毎年大学に提

出される「学生団体事業報告書」「学生団体事業計画

書」をもってこれに代える。 

 

（退会） 

第 11 条 芸サ連からの退会を希望する団体は所定の

「筑波大学芸術系サークル連合会退会願」を庶務担当副

委員長に提出の上会議で報告を行い，退会することがで

きる。 

２ 所属団体が第 10 条に定める義務を怠った場合，会

議は出席者の３分の２以上の賛同を得て，当該団体を芸

サ連から退会させることができる。 

３ 所属団体が別に定める認定基準を満たさないと会議に

よって認められた場合，当該団体は芸サ連を退会しなく

てはならない。 

 

第３章     責任者会議 

（構成） 

第 12 条 会議は芸サ連の最高議決機関であり，所属団

体から選出された者（以下「責任者」という）各１名で

構成される。このうち，加盟団体の責任者を正式出席者

とし，準加盟団体の責任者はオブザーバー扱いとする。 

２ 責任者の任期は１月１日より 12 月 31 日までの１ 

年間とし，責任者の再任はこれを妨げない。なおやむな

き理由により途中で責任者を交代する場合，当該団体は

その旨を文書をもって議長団に届けねばならない。 

３ 責任者はやむなき理由により会議を欠席する場合，当

該責任者の所属する団体から代理人を指名して全権を委

任し，会議に出席させることができる。ただしこの場

合，会議の始まる前までに「委任状」を議長団に提出し

なければならない。 

４ 責任者及びその代理人は同時に２団体以上の代表たり

得ない。 

 

（開催） 

第 13 条 会議の定例会は３，8，9 月を除く毎月１回

開催され，運営委員長がこれを召集する。 

２ 前項の他，次の各号の１つに該当する場合運営委員長
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は臨時の会議を召集しなければならない。 

(1) 課外活動団体会議から請求があったとき 

(2) 責任者の４分の１以上から請求があったとき 

(3) 運営委員会が運営上必要だと判断したとき 

３ 運営委員長は会議を招集する際，原則として開催日の

１週間前までに会議の日時，目的，場所を明示して，各

責任者に通知しなければならない。 

 

（審議事項） 

第 14 条 会議は裁定９に掲げられている事項のほか， 

次に掲げる事項について審議する。 

(１) 芸サ連の年間計画，予算及び決算に関する事項 

(2) 芸サ連が主催する行事に関する事項 

(3) 紫峰会から支給される課外活動団体援助金の配分 

に関する事項 

(4) この会則の改定に関する事項 

(5) 責任者の４分の１以上から請求があった事項 

(6) その他運営委員長が必要と認めた事項 

 

（定足数及び議決） 

第 15 条 会議は正式出席者の３分の２以上の出席で成 

立する。 

２ 議決を要する事項については，正式出席者の過半数

で決し，可否同数の時は，再び審議した後に議決を行

う。さらに同数の場合は議長団の決する方法による。な

お議長団も議決権を持つ。 

３ 準加盟団体の責任者は議決権を持たない。 

 

（議長団） 

第 16 条 議事の進行は，会議から互選された３名で構

成する議長団がこれを行う。 

 

第４章     運営委員会 

（設置） 

第 17 条 芸サ連の運営を円滑にするために運営委員会

を設置する。 

 

（運営委員） 

第 18 条 運営委員会は，所属団体から選出された運営

委員によって構成される。 

２ 新推委局員を除く，運営委員の任期は１月１日から 

12 月 31 日までの１年間とし，新推委局員の任期は２

年間とする。運営委員の再任はこれを妨げない。なお運

営委員が罷免され，もしくはやむなき理由により途中で

運営委員を交代する場合，当該団体はその旨を文書をも

って運営委員長に届けねばならない。 

３ 運営委員の職務の代行は原則認めない。 

４ 原則として，責任者は運営委員を兼任できない。 

 

（局の設置及び所属） 

第 19 条 運営委員会に，総務局，財務局，会計局，広

報局，企画局及び新推委局を設置する。 

２ 運営委員長，副委員長（以下「正副委員長」という）

を除く運営委員は，前項で設置した 6 局のうちいずれか

１つに属さなければならない。 

 

（任務） 

第 20 条 各局は次に掲げる事項をその任務とする。 

(1) 総務局は，施設備品等の利用の相互調整，及びその

充実に関し，資料を作成する 

(2) 財務局は，紫峰会基金援助金及び貸付金についてそ

の業務を行う 

(3) 会計局は，芸サ連の会計を管理し，また所属団体の

会計を監査する 

(4) 広報局は，所属団体及び芸サ連の活動を学内外へ広

報する 

(5) 企画局は，芸サ連が主催する行事についてその運営

を行う 

(６) 新推委局は、新入生歓迎祭とそれに伴う新歓月間

の企画，運営を行う 

２ 前項のほか，運営委員会は次に掲げる事項をその任

務とする。 

(1) 年間計画案，予算案及び決算案を作成する 

(2) 芸術系課外活動団体の認定及び解除に関し，資料を

作成する 

(3) 会議に提出する議案などを整理する 

(4) その他運営委員長の必要と認める事項 

３ 運営委員長は任務遂行のために必要だと判断した場

合，全運営委員を招集して諮ることができる。 

４ 運営委員長は必要に応じて，推進委員会を設けるこ
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とができる。 

（罷免） 

第 21 条 運営委員長は次に掲げる事項のうち１つ以上

に該当する運営委員を罷免することができる。ただしそ

の場合，罷免されうる運営委員の所属する団体の責任者

の承認を要し，その旨を会議に報告しなければならな

い。 

(1) 職務怠慢により業務が著しく滞った場合 

(2) 特定の団体及び個人の利益のために行動し，他の所

属団体に著しい不利益をもたらした場合 

(3) 大学及び芸サ連の規則等を厳守しない場合 

(4) その他，本会の品位を著しく傷つけた場合 

２ 運営委員長が前項に掲げた事項のうち１つ以上に該当

した場合，会議は正式出席者の３分の２以上の署名をも

って運営委員長を罷免できる。 

 

（幹事会） 

第 22 条 運営委員会における諸任務引き継ぎの円滑化

をはかるため幹事会を設置する。 

２ 幹事は運営委員長によって前年度の運営委員会構成

員の中から任命される。但し前年度に引き続き運営委員

となった者は幹事となれない。 

３ 幹事会は運営委員会及び局長会の諮問に応じて， 運

営委員会及び局長会に対して助言を行い，その任務を補

佐するものとする。 

 

第５章    執行部 

（執行部） 

第 23 条 運営委員のうち，正副委員長と各局局長を芸 

サ連の執行部とする。 

 

（選出） 

第 24 条 運営委員長は，前年度の運営委員会において

次年度の運営委員の中から１名選ばれ，会議の信任を得

なければならない。 

２ 運営委員長は補佐役として，運営委員の中から庶務担

当副委員長と渉外担当副委員長、また各局から局長を１

名ずつ選出し，会議の信任を得なければならない。 

 

（任務） 

第 25 条 運営委員長は芸サ連を代表し，また運営委員

を統括する。 

２ 副委員長は運営委員長を補佐する。 

３ 庶務担当副委員長は企画局長を除く局長を監督し， 

その任務を補佐する。 

４ 渉外担当副委員長は企画局長を監督し , その任務を補

佐する。また、新推委局長を兼任する。 

５ 各局長は各局を統率し，当該局の任務について責任を

持つ。同時に当該局に属する運営委員の任務について監

査し，任務怠慢の場合は運営委員長に報告する義務を負

う。 

 

（諸会議への出席） 

第 26 条 正副委員長は，裁定 11 に定められている

課 外活動団体会議及び裁定 14 に定められている課外

活動 連絡会について，芸サ連を代表して出席する。 

２ 財務局長は学生財務会議について，及び広報局長は学

生広報会議について，芸サ連を代表して出席する。 

３ 執行部は芸サ連を代表して出席する会議について，そ

の状況を逐次会議に報告しなければならない。 

 

（局長会） 

第 27 条 執行部により局長会を構成する。 

２ 局長会は各局間の連絡調整，その他芸サ連の運営に

関する検討を行う。 

３ 会議は，次に掲げる事項についての審議を局長会に委

任する。なお局長会は，当該審議の状況を会議に報告し

なければならない。 

(1) 後援申請に関する審議 

(2) 紫峰会基金の特別援助金，課外教育行事援助金及び

貸付金に関する審議 

 

第６章     主催及び後援 

（主催事業） 

第 28 条 芸サ連は主催事業として、次に掲げる行事を 

行う。 

(1)  芸術系サークル合同新歓 

(2) 芸サレク 

(3) 納会 

(4)  その他会議において承認されたもの 
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２ 主催事業の運営に必要な経費は，原則として芸サ連

の会計からの主催者負担金によりまかなう。 

 

（実行委員会） 

第 29 条 前条の主催事業については、実行委員会を設 

置することができる。 

2 各実行委員会はその活動内容を会議に随時報告しな

ければならない。 

3 各実行委員会に関わる細則は別に定める。 

 

（後援事業） 

第 30 条 芸サ連は後援事業を行う。 

２ 後援事業に関する細則については別に定める。 

 

第７章    会計 

（会計） 

第 31 条 芸サ連の運営費は，主として所属団体が納入

する団体加盟費及び個人登録費によるものとする。 

２ 芸サ連の会計年度は，毎年１月１日に始まり，12 

月 31 日に終わるものとする。 

３ 芸サ連の会計は，会計局が管理するものとする。 

４ 芸サ連の会計は原則として，会議によって認めら 

れた予算に基づき行うものとする。 

 

（会計監査） 

第 32 条 会計監査には会議により権限を委託された会

計監査員１名がこれにあたる。なお会計監査員は，加盟

団体の責任者もしくは会計の中から選出することとす

る。 

２ 会計監査員は６月と 12 月の年２回芸サ連の会計を 

監査し，会議に報告しなければならない。 

３ 会計監査員は前項の他，必要に応じて芸サ連の会計を

監査することができる。 

 

（紫峰会基金援助金） 

第 33 条 芸サ連は紫峰会基金から支給される課外活動

団体援助金について，それを加盟団体に配分する。 

２ この配分に関する細則は別に定める。 

 

第８章    改正 

（改正の手続き） 

第 34 条 この会則の変更は会議において正式出席者の

過半数の発議があった場合，もしくは運営委員会が運営

上必要だと認めた場合，会議がこれを審議し，正式出席

者の３分の２以上の賛成を必要とする。 

 

 

付則 この会則は平成 28 年 10 月 11 日より発効す

るものとする。 
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■加盟団体認定基準 

規則⑤所属団体・準加盟団体の認定基準が定められてい

ます。 

 

＜加盟団体認定基準＞ 

平成 11 年 9 月 14 日責任者会議承認 

平成 17 年 12 月 13 日改正 

平成 18 年 5 月 16 日改正 

平成 22 年 11 月 9 日改正 

平成 24 年 6 月 12 日改正 

平成 24 年 11 月 13 日改正 

 

（目的） 

第１条 この認定基準は，筑波大学芸術系サークル連合会

（以下「芸サ連」という）が加盟団体の認定を行う際に

用いる基準を定めるためのものであり，芸サ連会則第６

条「別に定める認定基準」に相当する。 

 

（認定基準） 

第２条 芸サ連は以下の条件をすべて満たす団体を加盟団

体として認定する。ただし，本条２項に該当する場合は

この限りではない。 

(1) 筑波大学学生の課外活動団体の組織等について 

（平成 18 年 2 月 28 日学長裁定）２の各号のいずれ

にも該当する。 

(2) 原則として日常において創造的芸術活動を行ってい

る。 

(3) 芸サ連会則第 10 条に定められている義務等を果た

している。 

２ 所属団体はやむを得ない事情によって認定基準を満た

さなかった場合，その事情について責任者会議に申し立

てることができる。責任者会議がこの申し立てについて

妥当だと判断した場合は認定に際して考慮に入れる。 

３ 所属団体の構成員が芸サ連の活動において非常に有益

な役割を果たしたと認められる場合，その団体の認定審

査に際して考慮に入れることができる。 

 

（義務の基準） 

第３条 前条１項 (3) については，以下の基準をすべて

満たした場合に認められる。 

(1) 責任者会議の出席率が全会議数の３分の２以上であ

る。 

(2) 運営委員会の出席率が全会議数の３分の２以上であ

り，かつ運営委員が割り当てられた役割，仕事等を行っ

ている。 

(3) 所属団体負担金を納入している。 

(4) 「学生団体事業報告書」及び「学生団体事業計画

書」 を提出している。 

(5) 収支計算書を会計局の定める期限内に 4 回中 2 回 

以上提出していて，かつ財務局が行う会計面接において

帳簿を開示している。 

(6) 紫峰の風発送作業への出席率が全作業数の２分の１

以上である。 

(7) 大学や芸サ連等が定める規則等を遵守している。 

(8) その他の割り当てられた諸事務・作業に関してその

役割の責任を果たしている。 

 

（出席率） 

第４条 前条 (1)，(2) 及び (6) の会議等における出席 

率については次の通り扱う。 

(1) 開会予定時刻を 10 分以上経過してから参加したも

のは遅刻，全ての議事及び作業が終了する前に退出した

ものは早退とする。遅刻，早退は２回を欠席１回として

扱う。 

(2) 会議等を欠席する場合，開会時刻までに欠席届をも

ってその理由を届け，これが受理された場合には，出席

率の審査の際に考慮に入れることができる。なお運営委

員の場合，欠席した運営委員会から１週間以内に必ず議

事を確認し，確認した旨を運営委員長，あるいは担当の

副委員長，局長に報告しなければならない。 

(3) 会議等が成立しなかった場合も全会議数の１つとし

て数え，出席率の算定に用いる。 

 

（準加盟団体の扱い） 

第５条 当該団体は、加盟団体として認定された一年間、

別に定める認定基準に基づき義務を遂行する。さらにそ

の翌年の 1 月の会議において芸術系課外活動団体とし

てふさわしいと認められた場合、加盟団体となることが

できる。 
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（改正） 

第６条 この認定基準の改正は責任者会議がこれを行う。 

 

付則 この細則は平成 28 年 10 月 11 日から適用す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■後援に関する細則 

規則⑥芸サ連の後援に関して定められています。 

 

＜後援に関する細則＞ 

平成 11 年 4 月 20 日制定 

平成 14 年 9 月 10 日改訂  

平成 18 年 4 月 18 日改正 

 

（目的） 

第１条 本則は，筑波大学芸術系サークル連合会（以下

「芸サ連」という）が行事の後援をする場合の手続き等

について，必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（後援事業） 

第２条  芸サ連は，以下の目的により後援事業を行う。 

(1) 当該団体の活動及び行事を支援する。 

(2) 芸サ連に対する認知度を高める。 

 

（内容） 

第３条 当該団体は後援を受けた行事について，その後援

団体として芸サ連の名称を使用することができる。 

 

（所属団体の申請） 

第４条 芸サ連所属団体は，毎年１月に大学へ提出する

「学生団体事業計画書」に記載した行事については，特

に申請手続きなく芸サ連の後援を受けたものと見なして

よいものとする。 

２ 芸サ連所属団体は，「学生団体事業計画書」に記載が

ない行事について後援を受けたい場合は，第５条に準ず

る手続きを踏まなければならない。 

 

（外部団体の申請） 

第５条 芸サ連所属団体以外の団体が芸サ連の後援を受け

たい場合，以下の手続きによって申請をし，承認を受け

なければならない。 

(1) 芸サ連所定（別紙様式１）の「筑波大学芸術系サー

クル連合会後援申請書」（以下「後援申請書」という）

に必要事項を記入する。 

(2) 「後援申請書」を行事が行われる日の原則１ヶ月前
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までに庶務担当副委員長に提出する。 

(3) 行事担当者は指定された期日の局長会において行事

の説明を行い，審議の後に承認を受ける。なお責任者会

議は，後援申請の審議について局長会に委任するものと

する。 

 

（後援許可書） 

第６条 局長会で後援が承認された団体には，芸サ連は当

該行事について所定（別紙様式２）の後援許可書を発行

する。 

２ 当該団体が「後援許可書」を受け取った段階で，芸サ

連の当該行事に関する後援が発効するものとする。 

 

（後援許可団体の公開） 

第７条 局長会での審議により芸サ連の後援が発効した当

該行事については，庶務担当副委員長が次回の責任者会

議にて報告する。 

 

（改正） 

第８条 この細則は，責任者会議の承認をもって改正する

ことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■課外活動団体援助金配分に関する申し合わせ 

規則⑦紫峰会基金からの援助金配分について定められて

います。 

 

＜課外活動団体援助金配分に関する申し合わせ＞ 

 平成 22 年 1 月 19 日責任者会議承認 

 

第１条 この申し合わせは課外活動団体援助金（以下 

｢援助金｣ とする）の配分方法を明文化し、かつ、援助金

の配分時において加盟団体の義務の遂行度で援助金の査

定を行い、十分責務を果たしていない団体の援助金を十

分責務を果たしている団体に回すことを目的とする。 

 

第２条 芸術系サークル連合会に所属する団体は、財務に

関して以下の義務を有する。この義務を果たさない団体

は、援助金による援助を受けることが出来ない。 

ⅰ ) 各団体の会計責任者は，所定の書式に従って収支計

算書を書き、会計局へ提出しなければならない。 

ⅱ ) 毎年、会計面接にて帳簿を開示しなければならな

い。 

 

第３条 援助金の計算式を次のように定める。なお、一般

援助金の一律配分金の額は後日定め、責任者会議の承認

を得る。 

 

( 総支出 ) －（外部収入） 

―――――――――――      ＝（粗自己負担率） 

   （総支出） 

 

 

ⅰ )     一般援助金の場合 

 

（一般援助対象支出）×（粗自己負担率） 

 ＝一般援助対象自己負担額 

 

（一般援助対象自己負担額） 

――――――――――――――――――――――― 

（加盟団体全ての一般援助対象自己負担額の合計） 

×｛（芸サ連に対する一般援助金の総額）－（一律配分
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金）×（加盟団体数）｝＋（一律配分金） 

＝（一般援助金） 

ⅱ）   遠征援助金の場合 

 

（遠征援助対象支出）×（粗自己負担率） 

 ＝（遠征援助対象自己負担額） 

 

（遠征援助対象自己負担額） 

――――――――――――――――――――――― 

（加盟団体全ての遠征援助対象自己負担額の合計） 

×（芸サ連に対する遠征援助金の総額）＝（遠征援助

金）  

 

ⅰ．ⅱより、（一般援助金）＋（遠征援助金） 

＝（加盟団体に対する援助金） 

 

第４条 次の項目に該当する団体を減額査定の対象とす

る。なお、各項目の対象となる期間は支給される前年の

１月から 12 月までの１年間とする。 

① 責任者会議への出席率が３分の２以下である場合 

② 運営委員会への出席率が３分の２以下である場合 

③  運営委員会または局会において、運営委員の働きが

著しく悪いと運営委員長に判断された場合 

④ 紫峰の風発送作業への欠席が 4 回中 2 回以上の場

合 

⑤ 一般会計の収支計算書の提出が期日より遅れる、 ま

たは収支計算書に不備が見られた場合に指定の期日まで

に再提出しないことが 4 回中 2 回以上あった場合 

⑥ 収支計算書の提出及び会計責任者会議への出席におい

て、会計の働きが著しく悪いと会計局長に判断された場

合。 

 

第５条 第４条において１つの項目に該当した団体は原則

として、援助金の配分の際、一般・遠征援助対象自己負

担額に２分の１を掛けて計算を行う。また、２つの項目

に該当した場合４分の１を掛ける。以下さらに１つに該

当するごとに、２分の１を掛けて計算を行う。 

 

第６条 運営委員会は、援助金の配分について責任者会議

の承認を得なければならない。また、その際どの団体に

対し何項の理由で査定を行ったか報告しなければならな

い。 

 

第７条 援助金の受け渡し方法は原則として郵便振込 ま

たは銀行振込とするが、やむを得ない場合は、現金受け

渡しでもよい。 

 

第８条 この申し合わせの改正には、責任者会議の承認が

必要である。 

 

附則 この申し合わせは、平成 22 年１月 19 日より施 

行する。 
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 ■印刷機利用規定 

規則⑧芸サ連が代理管理している印刷機の使用法につ 

いて定めたものです。 

 

印刷機利用規定 芸術系サークル連合会総務局 

平成 17 年 6 月 14 日責任者会議承認 

平成 23 年 9 月 20 日改正  

平成 26 年 10 月 14 日改正 

 

1．利用資格 芸術系サークル連合会（以下芸サ連と略

す）が管理代行する印刷機のうち、文化系サークル館高

速印刷機室（以下高速印刷機室と略す）内の印刷機の利

用は、芸サ連所属団体構成員のうち芸サ連総務局主催の

印刷機講習会を受けたものに限る。芸サ連執務室内の印

刷機は、芸サ連所属団体構成員は誰でも利用することが

できる。 

 

2．利用範囲 芸サ連所属団体構成員が利用できる印刷機

は、芸サ連執務室にある印刷機と、高速印刷機室内の芸

サ連総務局が管理代行する印刷機に限られる。印刷機室

には 文サ連が管理代行する印刷機もあるが、芸サ連所属

団体構成員の利用は禁止する。一つの団体が利用できる

印刷機は原則として一台に限るが、他団体の予約がな

く、かつ現時点でも他団体が利用していない場合はこの

限りではない。ただし、この場合においても、他団体が

利用したい旨を伝えてきた場合は、現利用サークルはた

だちに一台の利用に戻ること。 

 

3．利用時間 印刷機室内の印刷機を利用できる時間は，

文サ館開館時間内とする。一団体が一日に利用できる上

限は二時間とするが、他団体が印刷待ちしていない状態

であ れば、継続して利用してよい。芸サ連執務室内の印

刷機を利用できる時間は、執行部・幹事が在室している

間とする。なお、執行部・幹事は原則として平日 18:15 

～ 19:15 は執務室に在室しているため、その間になる

べく利用すること。 

 

4．利用予約 印刷機室内の印刷機の利用は前もって予約

することができる。予約する場合は、印刷機室入り口横

に貼り出されている、芸サ連の「印刷機利用予約表」に

団体名を記入すること。予約は一ヶ月前から可能とす

る。 

ただし、予約できるのは、一団体につき一日二時間まで

とする。また、同じ時間帯に二台とも予約するのは禁止

する。予約をした団体は、急遽利用しようとする団体よ

り優先される。なお、この場合でも利用方法は通常と変

わらない。 

 

5．印刷物 印刷物に関しては、文化系サークル館高速印

刷機室利用規定の項目 5 を守って印刷を行うこと。 

 

6．利用方法 利用方法は以下のように定める。 

（1）印刷機講習会受講者の場合 

①．所定の場所に置かれた、芸サ連が保管する鍵を使っ

て、印刷機室に入る。 

②．受講者にのみ伝えられる印刷機暗証番号を使って、

印刷機を起動し、印刷を行う。 

③．印刷後は印刷機ノートに、団体名・氏名・製版カウ

ンタ数・印刷カウンタ数を記入する。インク・マスター

を交換したり、印刷機に異常が起こった場合は、その旨

を備考欄に記入する。 

④．印刷機の電源、室内灯を消したことを確認して印刷

機室を施錠し、鍵を返却する。 

（2）受講者以外の団体構成員の場合 

①．執行部・幹事が執務室に在室している時間に、執務

室に来室し、印刷希望の旨を伝える。 

②．団体名を告げ、印刷物を提示する。 

③．印刷許可を受け、執務室内の印刷機で印刷を行う。 

④．印刷終了後は、印刷機ノートに、団体名・氏名・製

版カウンタ数・印刷カウンタ数を記入する。 

 

7．講習会 芸サ連所属団体構成員が印刷機室内の印刷機

を利用するためには、原則として、芸サ連総務局が主催

する印刷機利用講習会を受ける必要がある。講習会は、

印刷機の基本的な利用方法、インク・マスターの補給、

故障の際の対応、守るべき事項等を伝達する場とする。

なお、講習会は、基本的に、団体の代替わりが終わると

思われる 12 月およびその半年後の 6 月に行うが、そ

れ以外の時期でも、団体から総務局長へ申請があれば随
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時開催することとする。 団体内で受講者として登録でき

るのは、最大で  2  人までとする。登録期間は 1 月か

ら 12 月までとし、登録者はその開始前年の 12 月及

び期間中の 6 月に印刷機利用講習会を受けなければなら

ない。前年の登録者であっても、上記の規定通りに再び

講習会を受けた場合は、 同じ人が 2 年以上受講者とし

て登録することができる。受講者は、印刷機室の鍵の保

管場所と印刷機暗証番号の守秘および連絡先を変更した

際、総務局長へ連絡す る義務が課される。 

 

8．印刷機室備品 印刷機室内の備品に関しては、文化系

サークル館高速印刷機室利用規定の項目 8 を守るこ

と。 

 

9．罰則 罰則に関しては、文化系サークル館高速印刷機

室利用規定の項目 9 を参照のこと。 

 

付則 この規定は平成 26 年 11 月 1 日より発効しま

す。 
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3. その他 

■文化系サークル館利用規定 

規則⑩文サ館の利用法について定めたものです。文サ連

と芸サ連共通の規則になります。 

 

文化系サークル館利用規定 平成 18 年 11 月 1 日改

正 

 

(目的） 

第 1 条 この規定は、「筑波大学学生の課外活動施設に 

ついて（平成 18 年 2 月 27 日(学生生活)副学長裁

定）」の補足として、文化系サークル連合会（以下「文

サ連」という。）及び芸術系サークル連合会（以下「芸

サ連」という。）が、文化系サークル館（以下「文サ

館」という。）の円滑な利用のために定めるものであ

る。 

 

（管理運営） 

第 2 条 文サ館の管理運営は学生生活を担当する副学 

長が行い、文サ連・芸サ連の執行部が管理区分に基づ き

その管理を補佐する。 

2 前項の管理区分は、原則として文サ連は 1 階及び 

2 階、芸サ連は 3 階とする。ただし 1 階管理室・階段

下・パーテーション及び 2 階暗室・印刷機室・資料

室・芸サ連執務室は芸サ連の管理区分とする。 

3 文サ連・芸サ連の執行部は、文サ館の利用に関し、 

必要に応じて使用団体を集め話し合いの場を設けるこ と

ができる。 

 

（使用条件） 

第 3 条 文サ館を使用する者は、副学長裁定の 7 の規

定に加え、次の事項を遵守 しなければならない。 

(1) 授業時間帯における文サ館での音出しは、窓を閉

め、 学群棟及び研究棟に支障が出ない程度とすること。

また、会議中においては会議室にまで音が届かないよう

にすること。 

(2) 文サ館は全館禁煙とする。なお、喫煙所は 1 階松美 

池側出入り口横に設ける。 

(3)  火気の使用は厳禁とする。 

(4)  届け出のない生物を飼育しないこと。 

(5)  自転車等の乗り入れ及び持込みはしないこと。 

(6) その他文サ館の使用に支障をきたさないようにする 

こと。 

2 前項を守らなかった場合、文サ連又は芸サ連の系別責

任者会議でその処分を決めることができる。 

 

（掲示板） 

第 4 条 文サ連・芸サ連に所属している団体は、規定の

「掲示物タグ」に必要事項を記入の上、原則自由に掲示

することができる。 

2 文サ連・芸サ連に所属していない団体が、文サ館内に

掲示等を希望する場合、掲示物には文サ連または芸サ連

の審査を要する。 

3 以下に定める掲示物有効期限が過ぎた場合、その掲示

物は掲示した団体の責任で撤去しなければならない。 

(1) イベントなどの宣伝を行う掲示物の場合は、その予 

告する期日。 

(2) (1)に該当しない掲示物の場合は、掲示した日から

最長 3 ヶ月。 

4 有効期限から一週間を過ぎても掲示物が撤去されな 

い場合は、文サ連または芸サ連が撤去を行う。 

 

（広告置き場） 

第 5 条 文サ連・芸サ連に所属している団体は、規定の

ノートに必要事項を記入の上、原則自由に広告を置くこ

とができる。 

２ その他については前条 2 から 4 の規定に準ずる。 

 

（会議室） 

第 6 条 1.文サ館 2 階会議室は、文サ連・芸サ連及び

そ れに属する委員会・会議が共同で利用するものとす

る。 2. 会議室を利用する場合、次の通り文サ連の執務

室で予約することができる。なお会議室を利用している

団体がいない場合は、予約無しでも利用できる。ただ

し、長期休業中の予約に関しては 3.で定める。 

(1) 予約は利用日の 1 ヶ月前から前日までとする。ただ 

し、長期休業中の予約に関しては別途定める。 

(2) 一度に予約できるのは合計 15 時間までとし、これ 



 23 

以上は翌日からの予約になる。 

(3) 同日に受け付けた予約の中で日時の重複があった場 

合は、当事者間で協議するものとする。 

(4) 文サ連または芸サ連の運営上やむを得ない事情によ 

り会議室を利用する必要がある場合、他団体の予約を当

該団体の許可の上に取り消し、使用することができる。 

3 長期休業中の予約に関しては、前項(2)~(4)の規定を準

用する。予約は、長期休業初日より 1 ヶ月前から申し込

むことができる。この時予約することができるのは長期

休業初日から最終日までとする。 

4 会議室の備品を室外で使用する場合、会議室の予約と

同様の形で予約しなければならない。ただし貸し出し期

間は最長 48 時間とし、貸し出す数は貸し出し期間中に

会議室を利用する団体の使用に支障の無い程度とする。 

5 その他会議室の利用に関してトラブルが生じた場合

は、当事者間、または文サ連の運営委員会、芸サ連の局

長会いずれかを交えて協議するものとする。 

 

（改正） 

第 7 条 この規定の改正は、文サ連及び芸サ連の会議の

議を経て行われる。 

 

 

2015 年 月 日 改正 

附則 この規定は、2016 年 1 月 1 日より施行する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■春日エリア福利厚生棟利用規定 

第 1 章 目的 第 1 条 この規定は、「筑波大学学生の課

外活動施設について(平成 18 年 2 月 27 日副学長(学 

生生活)裁定)」の補足として、文化系サークル連合会（以

下「文サ連」という。）及び芸術系サークル連合会（以下

「芸サ連」という。）が、春日エリア福利厚生棟（以下

「福利厚生棟」という。）の円滑な利用のために定めるも

のである。  

第2章 管理運営 第2条  

1. 福利厚生棟の管理運営は学生生活を担当する副学長が

行い、文サ連の執行部が管理区分に基づきその管理を補佐

する。  

2. 前項の管理区分は、原則として文サ連は 1 階 和室及

び 2 階とする。  

3. 文サ連・芸サ連の執行部は、福利厚生棟の利用 に関

し、必要に応じて使用団体を集め話し合いの場を設けるこ

とができる。  

第3章 使用条件 第3条  

1. 福利厚生棟を使用する者は、副学長裁定の（「筑波大

学学生の課外活動施設について」）7 の規定に加え、次

の事項を遵守しなければならない。  

(1) 福利厚生棟での音出しは、午前 9 時から午 後 9 時

までとする。音出しの際は窓を閉め、 学群棟及び研究棟

に支障が出ない程度とすること。  

(2) 福利厚生棟は全館禁煙とする。なお、喫煙所は西側階

段下横に設ける。  

(3) 火気の使用は厳禁とする。 (4) 届け出のない生物を

飼育しないこと。  

(5) 自転車等の乗り入れ及び持込みはしないこと。  

(6) その他福利厚生棟の使用に支障をきたさないようにす

ること。  
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2. 前項を守らなかった場合、文サ連又は芸サ連 の系別責

任者会議でその処分を決めることができる。  

第 4 章 掲示板 第4条  

1. 文サ連・芸サ連に所属している団体は、規定の 「掲示

物タグ」に必要事項を記入の上、原則自由に掲示すること

ができる。  

2. 文サ連・芸サ連に所属していない団体が、福利 厚生棟

内に掲示等を希望する場合、掲示物には文サ連または芸サ

連の審査を要する。  

3. 以下に定める掲示物有効期限が過ぎた場合、 その掲示

物は掲示した団体の責任で撤去しなければならない。  

(1) イベントなどの宣伝を行う掲示物の場合は、その予告

する期日。  

(2) (1)に該当しない掲示物の場合は、掲示した日から最

長 3 ヶ月。  

4. 有効期限から一週間を過ぎても掲示物が撤去されない

場合は、文サ連が撤去を行う。  

第 5 章 広告置き場 第 5 条  

1. 文サ連・芸サ連に所属している団体は、規定のノート

に必要事項を記入の上、原則自由に広告を置くことができ

る。  

2. その他については前条 2 から 4 の規定に準ずる。  

第 6 章 改正 第 6 条 

この規定の改正は、文サ連及び芸サ連の 会議の議を経て

行われる。  

2016年12月13日 改正 附則  

この規定は、2017 年 1 月 1 日より施行する。  

 

 

 

■文化系サークル館高速印刷機室利用規定 

規則⑪文サ館の高速印刷機室の利用法について定めたも

のです。文サ連と芸サ連共通の規則になります。 

 

文化系サークル館高速印刷機室利用規定 文化系サークル

連合会設備局 芸術系サークル連合会総務局 

平成 23 年 9 月 20 日芸サ連責任者会議承認 

平成 23 年 9 月 26 日文サ連団体協議会承認 

 

1．利用資格 文化系サークル館高速印刷機室（以下印刷

機室と略す）の印刷機を利用できるのは、以下のものに

限る。 

①文化系サークル連合会（以下文サ連と略す）所属団体

構成員のうち、文サ連設備局主催の印刷機講習会の受講

者 

②芸術系サークル連合会（以下芸サ連と略す）所属団体

構成員のうち、芸サ連総務局主催の印刷機講習会の受講

者 

 

2．利用範囲 印刷機室内には、文サ連が管理代行する印

刷機と芸サ連が管理代行する印刷機がある。所属系でな

い系が管理代行する印刷機を利用することは禁止する。 

 

3．利用時間 受講者が印刷機室を利用できる時間は，文

サ館開館時間内とする。 

 

4．利用予約 印刷機室内の印刷機の利用は前もって予約

することができる。予約する場合は、高速印刷機室入り

口横に張り出されている「印刷機利用予約表」に団体名

を記 入すること。なお、自分の所属系の予約表に記入す

ること。所属系でない系の予約表に記入した場合は無効

とする。 

 

5．印刷物 印刷できるものは利用団体の活動に関連する

ものに限られ、他団体の印刷の代行、及び私的な印刷物

の印刷を行うことは禁止する。また、インクとマスター

を節約するため、不必要に多量の印刷をすることは禁止

する。 

 

6．利用方法 利用方法は、各系の定める印刷機利用規定
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に従うこと。なお、印刷機室の鍵は所属系が保管する鍵

を利用すること。所属系でない系が保管する鍵を使用す

ることは禁止する。 

 

7．講習会 文サ連設備局と芸サ連総務局はそれぞれ印刷

機講習会を行う。印刷機室内の印刷機を利用するもの

は、所属系の印刷機講習会を受講すること。所属系でな

い系の印刷機講習会を受けることはできない。 

 

8．印刷機室備品 印刷機室の備品のうち、印刷機利用者

が利用できるのは、マスター・インク・裏紙のみとす

る。マスター・インクは必要に応じて補給すること。マ

スター・インクはそれぞれの所属系から指定されたもの

を使うこと。所属系でない系が保管する備品を使用する

ことは禁止する。備品として紙があるが、これは執行部

員・幹事等の専用とする。 

 

9．罰則 上記の各項に違反した場合、一定期間の印刷機

利用禁止を含む罰則を課すことがある。罰則の内容につ

い ては、違反の程度を鑑みて文サ連設備局長と芸サ連総

務局長が判断し、必要であれば両系執行部の審議を経て

決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■課外活動団体会議に関する細則 

規則⑫文サ連・体育会・芸サ連三系の代表が集まって行

う課外活動団体会議についての細則です。 

 

課外活動団体会議に関する細則 

平成 20 年 2 月 14 日課外活動団体会議承認 

平成 26 年 7 月 26 日課外活動団体会議承認 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は，「筑波大学学生の課外活動団体の組

織等について（平成 18 年 2 月 28 日学長裁定，以下 

「裁定」という）」11 によって設置された課外活動団

体 会議（以下「会議」という）が定めるものであり、裁 

定 13 の細目に相当する。 

 

（構成） 

第２条 会議は，文化系サークル連合会，体育会，芸術系

サークル連合会（以下「三系」という）から選出された

者各 3 名（以下「構成員」という）により構成され

る。 

２ 構成員の任期は 1 月 1 日より 12 月 31 日まで

の 1 年間とし，構成員の再任はこれを妨げない。なお

やむなき理由により途中で構成員を交代する場合，当該

系はその旨を文章をもって会議に届けねばならない。 

３ 各系はそれぞれ構成員の中から，代表者を選出する。

また，代表者は原則として各系の委員長が務める。 

４ 構成員はやむなき理由により会議を欠席する場合，当

該構成員の所属する系から代理人を指名して全権を委任

し，会議に出席させることができる。 

５ 構成員及びその代理人は同時に 2 つの系の代表た 

りえない。 

 

（主幹） 

第３条 主幹は三系構成員持ち回りとし，文化系サークル

連合会，体育会，芸術系サークル連合会の順番でこれを

行う。 

２ 主幹は会議において以下の役割を担う。 

(１)    議長 

(２)    レジュメ作成 

(３)    議事録作成 
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（開催） 

第４条 会議の定例会は 1，3，8，9 月を除く毎月 1

回開催され，主幹が日時及び場所を設定し，これを招集

する。 

２ 前項のほか，協議を行う上で構成員が必要だと判断し

た場合，臨時の会議を招集することができる。 

 

（協議事項） 

第５条 会議は裁定 12 に掲げられている事項のほか， 

次に掲げる事項について協議を行う。 

(１)     設置組織（第８条参照）の運営に関する事項 

(２)     課外活動連絡会に提出する審議事項 

(３)     この細則の改正に関する事項 

(４)     その他構成員が必要と認めた事項 

２ 会議に議案を提出する場合，原則として開会の 1 週

間前までに必要な資料を構成員に提出しなければならな

い。 

 

（定足数及び議決） 

第６条 会議は，各系構成員 2 名以上の出席で成立す

る。 

２ 会議の議案は，代表者 3 名による全会一致で可決さ

れる。その際，代表者は系ごとの意見を表す。 

 

（オブザーバー） 

第７条 会議は，全学学類・専門学群代表者会議（以下

「全代会」という）から選出された者をオブザーバーと

して認めることができる。 

２ 前項のほか，協議を行う上で構成員が必要だと判断し

た場合，三系及び他組織から選出された者を同様にオブ

ザーバーとして認めることができる。 

３ オブザーバーは発言権を持つが，議決権を持たない。 

 

（設置組織） 

第８条 会議は，以下の組織を設置する。 

(１)     新入生歓迎祭推進委員会 

(２)     課外活動団体リーダー研修会実行委員会 

(３)     安全対策推進委員会 

(４)     Web ページ学生委員会 

２ 組織は，原則として三系から選出された委員をもって

構成される。ただし，安全対策推進委員会及び Web ペ

ージ学生委員会においては，全代会と共同で運営にあた

るものとする。 

３ 各組織はその活動内容を会議に随時報告しなければな

らない。 

４ 各組織にかかる細則等は別に定め，改正の際には会議

の承認を得なければならない。 

 

（改正） 

第９条 この細則の改正は，会議の議決が必要である。 

 

付則 この細則は平成 26 年 8 月 1 日より発行する

ものとする。 
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